
        加古川市斎場の管理運営に関する基本協定書（案） 

 

 加古川市（以下「甲」という。）は、●●●●（以下「乙」という。）と加古川

市斎場の管理運営に関する業務（以下「管理運営業務」という。）について、次の

とおり協定を締結する。 

 

 （目的） 

第１条 本協定は、乙が行う加古川市斎場の管理運営業務に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

 

 （管理の対象となる公の施設） 

第２条 乙が管理する公の施設は次のとおりとする。 

 加古川市斎場 

 

 （指定期間） 

第３条 本協定による指定期間は、令和９年４月１日から令和２４年３月３１日ま

でとする。 

 

 （管理業務の内容） 

第４条 甲は、加古川市斎場の設置及び管理に関する条例（昭和６１年条例第１５

号。以下「条例」という。）第８条の規定に基づき、次に掲げる管理運営業務を

乙に行わせる。 

 （１）条例第３条に規定する業務 

 （２）斎場の使用の許可に関する業務 

 （３）斎場の施設及び設備の維持管理に関する業務 

 （４）その他斎場の管理上甲が必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、「加古川市斎場整備運営事業要求水準書（以

下「要求水準書」という。）」のとおりとする。 

３ 本協定、別途事業年度毎に締結する年度協定、要求水準書及び事業計画書の間

に矛盾又は齟齬がある場合は、本協定、年度協定、要求水準書、事業計画書の順

にその解釈が優先されるものとする。 

 

 （事業計画） 

第５条 乙は、各年度の２月末日までに、当該年度の翌年度に係る事業計画書を甲に

提出しなければならない。ただし、令和９年度に係る事業計画書については、甲

が指定する期日までに提出するものとする。 



２ 乙は、事業計画書に基づき、計画的に管理運営業務を行わなければならない。 

３ 事業計画書は、次のとおりとする。 

 （１）年間事業計画書 

 （２）収支予算書 

 （３）火葬炉設備等修繕計画書 

 

 （使用料等） 

第６条 加古川市斎場の使用料及び本施設において火葬の事実を証する書類につい

て、別途請求があった場合の交付手数料は、甲の収入とする。 

２ 乙は、徴収した使用料等を適正に管理し、甲の指定する金融機関に収納するも

のとする。 

３  乙は、徴収した使用料等を紛失したときは、その損害を甲に賠償しなければな

らない。 

 

 （指定管理料） 

第７条 甲は、管理運営業務の対価として、乙に対して指定管理料を支払う。 

２ 甲が乙に対して支払う指定期間中の指定管理料の上限は、 

金●●，●●●，●●●円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とし、各年

度の指定管理料は、甲の予算の範囲内で、別途事業年度毎に締結する年度協定で

定めるものとする。ただし、第２６条のリスク分担、その他甲乙協議において市

が負担することとした場合の指定管理料増額分については、当該上限から除くも

のとする。 

 

 （年次事業報告書の提出） 

第８条 乙は、加古川市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平

成１６年条例第２６号）第８条の規定に基づき、毎年度終了後３０日以内に別に

定める事業報告書及び収支決算書、その他市長が必要と認める書類を市長に提出

しなければならない。 

２ 前項の事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

（１）  管理業務の実施状況 

（２）  斎場の運営管理状況 

（３）  管理経費の収支状況 

（４）  使用料及び手数料の収支状況 

（５）  喫茶・売店及び自動販売機にかかる売り上げ状況 

（６）  その他甲が必要と認めるもの 

 



 （月次事業報告書の提出） 

第９条 乙は、毎月末から１０日以内に別に定める月次事業報告書を市長に提出し

なければならない。 

２ 前項の月次事業報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

（１）  管理業務の実施状況 

（２）  斎場の運営管理状況 

（３）  管理経費の収支状況 

（４）  使用料及び手数料の収支状況 

（５）  喫茶・売店及び自動販売機にかかる売り上げ状況 

（６）  その他甲が必要と認めるもの 

 

 （利用者満足度の調査） 

第10条 乙は、利用者の満足度を調査するため、アンケート等により利用者の意見、

要望等を聴取するとともに、その結果を速やかに甲に報告するものとする。 

２ 乙は、前項の調査結果を受け、必要に応じ業務改善策を取りまとめ、実施する

ものとする。 

 

 （業績監視） 

第11条 甲は、乙の管理運営業務の水準を確認するため、モニタリングを行う。 

 

 （会計区分） 

第12条 乙は、管理運営業務に関しては、本社経理等他の事業経理と別途に会計を

設け経理を明確にしなければならない。 

２ 乙は、管理運営業務に関する会計の帳簿を作成し、指定期間終了５年後まで、

適切に保管するものとし、甲が求めた場合は、当該帳簿を甲の閲覧に供するもの

とする。 

 

 （個人情報の保護） 

第13条 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に

基づき、管理業務の実施に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、改ざん、損

傷等を防止するために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 

 （権利譲渡禁止） 

第14条 乙は、本協定を締結したことにより生じる権利義務を第三者に譲渡し、若

しくは継承させ、又は担保に供してはならない。 

 



 （第三者への委託） 

第15条 乙は、管理運営業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。ただし、管理運営業務の一部について、予め書面により甲の承認を得たとき

は、この限りではない。 

 

 （甲の本協定の解除） 

第16条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、乙に対して書

面により通知した上で、本協定及び年度協定を解除することができる。 

 （１）乙が自らの責めに帰すべき理由により本協定又は年度協定に定める事項を

履行しないとき、又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。 

 （２）乙が本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ、甲が相当の

期間を定めて催告しても、当該違反の状態が解消されないとき。 

 （３）事業評価の結果、乙の業務の水準が、要求水準書もしくは事業計画におけ

る乙の提案内容を満たしていない場合に、甲が、乙に対して必要な改善措置を

講じるように是正勧告を行い、それでも改善が見られないとき。 

 （４）乙が協定を履行する上で必要とされる資格の取消し又は停止を受けたとき。 

２ 前項の規定により本協定締結を解除したときは、乙は甲に対して年度協定に規

定する指定管理料の１００分の１０に相当する金額を違約金として支払わなけ

ればならない。 

３ 甲は、第１項に定める場合を除き、指定期間中は本協定及び年度協定を解除す

ることができない。 

 

 （乙の本協定の解除） 

第17条 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、甲に対して書

面により通知した上で、本協定及び年度協定を解除することができる。 

（１）  甲が自らの責めに帰すべき理由により本協定又は年度協定に定める事項を 

履行しないとき、又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。 

（２）甲が本協定、年度協定又は関係法令等の条項に違反し、かつ、乙が相当の

期間を定めて催告しても、当該違反の状態が解消されないとき。 

２ 前項の規定により本協定締結を解除したときは、甲は乙に対して年度協定に規

定する指定管理料の１００分の１０に相当する金額を違約金として支払わなけ

ればならない。 

３ 乙は、第１項に定める場合を除き、指定期間中は本協定及び年度協定を解除す

ることができない。 

 

 （損害賠償） 



第18条 本協定の履行に当たり、乙に生じた損害又は乙が甲若しくは第三者に及ぼ

した損害は、乙がすべて負担するものとする。ただし、甲の責めに帰すべき理由

によるときはこの限りでない。 

 

（情報公開） 

第 19条 乙は、管理運営業務に係る情報の公開について、加古川市情報公開条例（平

成１０年条例第２７号）の規定に準じ、必要な措置を講じなければならない。 

 

（守秘義務） 

第 20条  乙は、本協定の履行に当たって、業務上知り得た内容を第三者に漏らし、また、

自己の利益のために使用してはならない。指定期間終了後も同様とする。 

 

（行政手続） 

第 21条  乙は、本協定の履行に当たって、その範囲において加古川市行政手続条例（平

成９年条例第１号）に準じ、適正に処理しなければならない。 

 

（事故発生時の報告等） 

第 22条 乙は、加古川市斎場内で事故等が発生した場合等には、直ちに必要な措置を行う

とともに、甲へ報告を行うものとする。 

 

（備品類の取扱い） 

第 23条 甲が配置している備品類は、現状有姿にて、乙に無償で貸与することとする。 

 乙は、貸与を受けた備品のメンテナンス経費、修理経費を負担するものとする。ただし、

年度協定で定める額を超える場合（乙の責めに帰すべき理由がある場合を除く。）は、甲

の負担とする。また、配置している以外の備品で、乙が必要とするものは、乙が、乙の

負担において調達するものとする。なお、乙が本施設の管理のために調達した備品は、

甲に帰属するものとする。 

 

（火葬炉の補修及び修繕等） 

第24条 管理運営業務に係る火葬炉設備及びその付属設備の補修及び修繕等につい

ては、乙が、乙の負担において実施することとする。 

 

（その他施設等の補修及び修繕等） 

第25条 管理運営業務に係る建築物、建築設備、外構及び備品等の補修及び修繕等

のうち、１件あたりの金額が３０万円未満のものについては、乙が、乙の負担に

おいて実施することとする。 



２ 管理運営業務に係る建築物、建築設備、外構及び備品等の補修及び修繕等のう

ち、１件あたりの金額が３０万円以上のものについては、甲乙協議のうえ、甲の負

担において実施することとする。 

 

（リスク分担） 

第 26条 管理運営業務に関するリスク分担については、別紙のとおりとする。 

２ 乙は、管理上の瑕疵による事故に対応するため、リスクに応じた保険に加入す

るものとする。 

 

（目的外使用許可の取扱い） 

第 27条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項の規定に基づく目

的外使用許可については、指定管理者が行うことはできないことから、必要に応じて本

市に取次ぎを行うものとする。 

 

 （暴力団等の排除に関する事項） 

第28条 乙は、管理運営業務の実施にあたり、加古川市における暴力団の排除の推

進に関する条例（平成２４年条例第１号）を遵守しなければならない。 

 

 （管轄裁判所） 

第29条 本協定に関する紛争は、神戸地方裁判所姫路支部を第一審の管轄裁判所と

する。 

 

 （協定の改定） 

第30条 甲は、管理運営業務に関し事情が変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲乙協議の上、本協定を改定することができる。 

 

 （協議） 

第31条 本協定に定めのない事項及び基本協定に関し疑義が生じたときは、その都

度甲乙協議して定めるものとする。 

 

 （年度協定） 

第32条 本協定の発効により、当該事業年度における事項については、別に年度協

定を締結する。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ

各１通を保有する。 



 

 令和 年 月 日 

               甲 加古川市加古川町北在家２０００番地 

                  加 古 川 市 

                  加古川市長   岡 田  康 裕 

 

               乙 ●●●● 


